様式６－２号（第16条関係）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人東京観光財団理事長　殿
	所在地
	東京都○○区○○町○－○○－○○
○○ビル　○階

	事業者名
	株式会社○○○

	代表者名
	○○　○○○　　　　　　　       
	実印

	電話番号
	00-0000-0000


観光関連事業者デジタル化レベルアップ支援事業補助金
賃金引上げ計画達成報告書
令和○年○○月○○日付○公東観産産第○○○○号をもって交付決定の通知があった補助事業について、補助金申請時に掲げた賃上げ計画を達成したので、下記のとおり報告いたします。
記
(1) 補助対象経費の最終支払完了日

令和○年○○月○○日
(2) 上記(1)の後に初めて到来した事業年度

令和○年○○月から令和○年○○月
(3) 上記(2)の決算書の給与支給総額

０００，０００，０００円（増加率○○％）
· 給与支給総額とは、全従業員（非常勤を含み、役員を除く）に支払った給与等（給料、賃金及び賞与は含み、福利厚生費、法定福利費、退職金や役員報酬は除く）をいいます。
(4) 申請時に提出した直近決算書の給与支給総額
０００，０００，０００円
(5) 被用者保険の適用拡大について制度改革に先立ち任意適用に
取り組んだ　・　取り組んでいない
· 被用者保険の任意適用とは、従業員51名～100名の企業が短時間労働者を厚生年金に加入させることを指します。
· 「取り組んだ」を選ばれた場合は、「任意特定適用事業所該当通知書」（写し）を提出してください。
(6) 上記(2)の期間における最低賃金

０，０００円／時間
· 最低賃金は以下の厚生労働省ホームページを参照し、時間当たりの金額に換算して記入してください。
厚生労働省『最低賃金額以上かどうかを確認する方法』
https://www.mhlw.go.jp/www2/topics/seido/kijunkyoku/minimum/minimum-13.htm
· 次項の「事業者内最低賃金者名簿」に、こちらに記載いただいた最低賃金の該当者を全て記載してください。
· 代表する１名分の「賃金台帳」を添付してください。（決算月の賃金台帳のみで可）
(7) 上記(6)の該当者



次項「事業者内最低賃金者名簿」のとおり
(8) 上記(6)の代表者１名の賃金支払い状況

別添の「賃金台帳」のとおり
(9) 補助率３分の２以内での補助金額
００，０００，０００円（※交付済み）
(10) 補助率４分の３以内での補助金額






００，０００，０００円
(11) 賃金引上げ計画達成による交付予定額［=上記(9)の額－上記(10)の額］






００，０００，０００円
＜事業場内最低賃金者名簿＞
	申請した取組の対象範囲となる都内事業場内の最低賃金：
	円


	
	従業員氏名
	入社年月日
	主な業務場所
	直近1カ月の所定労働日数
	1日の所定労働時間
	賃金台帳
添付

	例
	東京　観光
	2000年10月10日
	新宿区山吹町346-6

日新ビル2階
	21
	8
	○
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· 事業場内最低賃金に該当する方を全て記載してください
· 事業場内最低賃金の該当者のうち、代表する１名分の賃金台帳を添付してください（決算月の賃金台帳のみで可）
· 行が足りない場合は、適宜追加してください。
